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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 
 
当社は、8 月 28 日開催の当社取締役会において、平成 24 年 12 月１日を効力発生日として、当社子

会社である大和精工株式会社（広島県呉市。以下「大和精工」といいます。）を吸収合併することを決議

いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
なお、本合併は、当社 100％子会社の吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示して

おります。 
 
                   記 
１．合併の目的 
 大和精工は当社が 100％出資する連結子会社であり、自動車ラッチ生産を主たる事業として行ってお

ります。当社は現在、広島県呉市にマザー工場を建設中であり、本年12月１日の本格稼動を予定してお

ります。大和精工の生産設備や人材、技術等もマザー工場に移動し集約する方針ですが、この際、本社

と大和精工を名実共に一体化し、本社が進めているグローバル競争推進へ向けたグループ経営資源の集

約に資するべく、本合併を実行することといたしました。 

 
２．合併の要旨 
(１) 合併の日程 
合併契約承認決議取締役会    平成24年8月28日 
合併契約締結          平成24年8月28日 
合併期日（効力発生日）     平成24年12月1日（予定） 

 
(注) 本合併は、会社法第796条第３項の規定に基づく簡易合併及び会社法第784条第１項の規定に基

づく略式合併であるため、当社及び大和精工において株主総会による承認を得ずに行います。 
 

(２) 合併の方式 
当社を存続会社、大和精工を消滅会社とする吸収合併方式で、大和精工は消滅いたします。 



(３) 合併に係る割当ての内容 
大和精工は当社の 100％出資子会社であるため、本合併に際して、株式の割当てその他対価の交付は

行いません。 
 
(４) 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 
大和精工は新株予約権及び新株予約権付社債を発行していません。 

 
３．合併当事会社の概要 

(1) 商号 株式会社ユーシン（存続会社） 大和精工株式会社（消滅会社） 

(2) 事業内容 
自動車用部品、産業機械用部品、ビル・

住宅用錠前、その他の製造販売 
自動車用部品の製造販売 

(3) 設立年月日 昭和11年11月30日 昭和16年８月23日 

(4) 本店所在地 東京都港区芝大門一丁目１番30号 

広島県呉市海岸四丁目17番1号 

（事務代行の場所：広島県東広島市田口研

究団地８-44） 

(5) 代表者 代表取締役会長兼社長 田邊 耕二 代表取締役社長 佐藤 昇 

(6) 資本金 12,016百万円 75百万円

(7) 発行済株式数 31,995,502株 150万株

(8)大株主及び持株比率 

（平成24年５月31日現在） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）(6.53%)  

富士火災海上保険株式会社(3.06%) 

株式会社横河ブリッジホールディング

ス(3.01%)  

株式会社ユーシン（100％） 

(9)決算期 11月30日 11月30日 

(10)直前事業年度の 

財政状態及び経営成績 
平成23年11月期（連結ベース） 平成23年11月期 

純資産 32,181百万円 664百万円

総資産 91,690百万円 2,141百万円

一株当たり純資産額 1,051円 442.9円

売上高 58,410百万円 5,423百万円

営業利益 3,817百万円 247百万円

経常利益 3,025百万円 283百万円

当期純利益 1,600百万円 149百万円

一株当たり当期純利益  52.3円 99.4円

 



４．合併後の状況 
当該合併に際して、吸収合併存続会社であるユーシンの商号、事業内容、本店所在地、代表者の役職・

氏名、資本金及び決算期について変更はありません。 
 
５．今後の見通し 
当社100％出資の連結子会社との再編であり、業績に及ぼす影響は軽微であります。 

 
 

以上 
 


